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5月度理事会及び総会直後理事会の概要
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5月 度理事会兼役員会概要

開 催 日 時 : 平成 26年 5月 22日 (木)13時 00～ 14時 30分
開 催 場 所 : 東京 ガーデ ンパ レス 3階会議室 「橘 」

文京 区湯 島 1-7-5
理 事 総 数 :  10人
出席理事数 :   9人
出席 監事及び相 談役 : 3名

(1)理 事長挨拶

本 日をもつて退任いた します。2年間あ りが とうございま した。

議題に入 らせていただきます。

(2)業務報告

① 事務局運営・渉外

・ 5月 12日 (金 )全:国 消′防機器販売業協会総会・懇親会

永井理事長、岡野事務局長出席。
・ 5月 28日 (水 )(一社)日 本火災報知機工業会総会・懇親会

岡野事務局長出席予定
05月 29日 (木)(一社)全国消防機器協会総会・懇親会

岡野事務局長出席予定
05月 29日 (水 )神奈川県防災消防協同組合総会・懇親会

未定

② 広報

防災組合ニュース 5月 10日 号 発行。

③ 教育       ‐   ‐

特になし。

④ 福利厚生・企画

本 日の総会をもつてスケジュールは終了。

⑤ 財務

4月 の売上が悪いので今期 も厳 しい決算になるのでは。

⑥ 共同購買

4月 度の共同購買事業状況は芳 しくないが 5月 、 6月 に期待でき

る取引があるので多少希望はある。



⑦ 開発

特になし

③ 研究部会

賠償保険の件は継続する。

⑨ 青年部会

予定 :6月 13日 青年部総会を行 う。役員の改選がある。

⑩ 防排煙設備検討委員会

前年度の計画は終了した。

① 支部運営促進

開催 された第 3支部会の報告がなされた。

⑫ その他の事業

特になし。

(3)議案の審議

第 1号議案 第 46回総会役割分担について確認が された。

第 2号議案 臨時理事会 (5月 8日 )で審議 された損害賠償保険の事柄

を審議 した。継続審議 とし基本的には新理事にゆだねる。

保険に関する説明会を行 う方向で話を進める。

保険会社の変更も考え他の保険会社 より見積をとり検討す

る。
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平成 26年 5月 度業務報告

_   ・内 容 等 ・来局理事等

4月  8日 (火) 業務決裁     ・・・ 藤岡副理事長 (会社にて)

4月 14日 (月 ) 小出会計事務所 (経営診蹄

4月 17日 (木)三 役会議  (於 0文京シビックセンター)

4月 21日 (月 )会 計監査  (於・文京シビックセンター)

4月 24日 (水) 4月 度理事会  (於・文京シビックセンター)

5月  2日 (金) 東京第 3・ 千葉合同支部会  (於・上野東天紅)

磯部理事 出席

総会資料 郵送

5月  8日 (木)臨時理事会  (於・文京シビックセンター)

5月 15日 (木)小 出会計事務所  (経営診断)

5月 16日 (金) 全消販 総会懇親会出席

永井理事長、岡野事務局長 出席

5月 22日 (木) 5月 度理事会 第47回通常総会



総会直後理事会の概要

開 催 日 平成 26年 5月 22日午後 4時 10分
開催場所  東京都文京区湯島1-7-5・ 東京ガーデンパレス会議室

理事総数   10人
監事総数     2人
出席理事数    9人
出席理事の氏名

廣江 隆一、磯部了一、松原宗一、岡野和郎、自木 圭、中島信行、

古木庸雄、武藤忠春、吉田栄治

議  案  代表理事 (理事長)、 副理事長及び専務理事選任の件

互選の結果、全員一致により次の者が代表理事 (理事長)、 副理事長及び

専務理事に選任され、それぞれの就任を承諾した。

代表理事 (理事長)   廣江 隆一

副理事長 (第 1順位)  磯部 了一   (第 2順位)  古木 庸雄

専務理事        中島 信行

以 上
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「危険物安全週間」

国民生活に広く浸透:しながら(火災などで大きな被害

にっながぅガィリとや灯泊などの安全対策や知識を広め

よ'う という「危険物安全週間」が始まり、東京消防庁は、|
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都内のガソリンスタンドベの立っ入り検奪を行ったこ

「危険物安全週間」は 19・90年かり毎年「ヽ,9』η 竿::    =j:

2週に全国で実施されていて、東京・新宿区では 3日 、|
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‐                        ・ 1 、

;

東京消防庁の職員がガソ1リ ンスタンド合の立ち入り検査

を行つたg検査では、給油機のホ■スに異常がないがや、
_                            .:     |  : |    」 |■   1■

:ゴ

スタンドにょる自主ィ点検の状況を確認した。i:■ ■

下般家庭にある接着剤や防水ネプレニなどの中にも消

防法で幅晨物」に藉走されてt(著
iも

のもおり1:責景消
:   '  1.                                        ′

防庁は「扱う1際は注意事墳をよ_く 読みt事故防止を心が

けてほしい」:と‐話している。         l.
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平成 26年 5月 30日

消   防   庁

平成25年中の危険物に係る事故の概要の公表

消防庁では、今般、平成25年中 (平成25年 1月 1日 ～12月 31日 )

に全国で発生した危険物に係る火災及び流出事故の概要を取 りまと
めました。
事故の発生件数については、前年に比べて減少しているものの、

依然高い水準にあり、発生要因については、火災事故は人的要因
が、流出事故は物的要因が多くを占めています。

このような状況を踏まえ、関係省庁と連携し、事業者が危険物等
事故防止安全憲章に掲げた項目等について、積極的に取り組むよう
に働きかけていきます。

0 危険物施設における事故発生件数

平成25年中の事故発生件数は564件 であり、前年に比べて 9件減少しました。しかし、事故発

生件数は依然高い水準で推移 しており、平成元年以降、事故が最も少なかった平成 6年と比ベ

ると、危険物施設数は減少しているにも関わらず、事故発生件数は約 2倍に増加 しています。

危険物施設における火災 口流出事故発生件数の推移

平成 元 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12 13 1415 16 17 18 192021 22232425[年 ]

(注)事故発生件数の年別の傾向を把握するために、東日本大震災その他震度 6弱以上 (平成 8年 9月 以前
は震度 6以上)の地震により発生した件数を除いています。
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0 事故の発生要因 (別紙参照)

最近の事故要因別発生件数の推移より、次のような特徴が分かります。

① 火災事故発生原因については、維持管理や操作に当たっての不手際など、人的要因による

ものが多<を占めています。 (火災事故発生件数188件中105件 )

② 流出事故発生原因については、腐食疲労等劣化など、物的要因によるものが多くを占めて

います。 (流出事故発生件数376件中205件 )

0 危険物事故防止対策の推進

上記の事故の状況等を踏まえ、危険物等に関わる業界全体での現状の課題や必要な取組等に

ついて認識を共有するとともに、事故防止の取組の推進及び更なる安全意識の高暢を図るため、

危険物等事故防止懇談会が開催され、危険物等事故防止安全憲章が取りまとめられました。ま     ・

た、厚生労働省及び経済産業省と共に、石油コンピナー ト等における災害防止対策検討関係省

庁連絡会議が開催され、重大事故の発生防止に向けて事業者や業界団体が取 り組むべき対策及     
・

び関係機関の連携強化策として国や地方公共団体等が連携 して取り組むべき事項に関する報告

書※ 1が取りまとめられました (平成26年 5月 16日 付け報道発表)。 これらの報告書等で提案さ

れている取組事項を確実に実施していくことを主眼におきつつ、引き続き地震・津波対策の推

進を図る観点から「平成26年度危険物事故防止アクションプラン」※2がまとめられました。
このような状況を踏まえ、関係省庁と連携 し、事業者が危険物等事故防止安全憲章に掲げる

項目等について、積極的に取り組むように働きかけていきます。

1.安全に関する技術の伝承・ 人材育成

危険物等を取 り扱う施設の設備等の自動制御化の進展や担当業務の細分化 口専門化に伴い、

事故 ロトラブル経験が減少し、現場の危険予測 口対応能力の弱まりにつながる危険性も高ま
つていることを踏まえ、安全に係る技術の伝承や人材育威を推進する。

2.設備等の安全性を向上させる取組

危険物等を取 り扱う施設・設備等の設計部門と現場運用部門の連携を強化し、原理 口原則

の理解に基づく適切な現場運用、運用実態を踏まえた設備等の安全性の向上を図る。

3.安全対策を確実に実施するための体制作り

安全が事業の基礎であることを再認識し、企業経営陣の関与により現場の力を引き出し、

安全対策を確実に実施する体制作りを推進する。                          
‐

4.地震・津波対策の推進
地震想定や津波想定を踏まえたハー ド面及びソフト面双方における地震・ 津波対策の再検

証を行うとともに、被害を最小限にするため、復旧対応等を適切に実施することができるよう、
平常時から、事前計画の作成や、訓練等を通じた習熱度の向上を回る。
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危険物施設における事故の発生要因

0 危険物施設における火災・流出事故の要因別発生件数の推移
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(注)事故発生件数の年別の傾向を把握するために、震度 6弱以上 (平成 8年 9月 以前は震度 6以上)

の地震により発生した件数を除いています。

平成25年中の危険物施設における火災 口流出事故の発生要因

悪戯 1件

地震等災害 3件

口壺中
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(注 )事故発生件数の年別の傾向を把握するために、震度 6弱以上の地震により発生した件数を除いて

います。

3

―
火災 人的要因

● 火災 物的要因

―中― 流出 人的要因

■ 流出 物的要因

O -t - l'rl... 
-.} -o - o--,a rl rl" 1 4tA'r



事 務 局 だ よ り

◎組合第47回通常総会 (役員改選)

・前役員の各位、ご苦労様でした。新役員は次の通り決まりましたので

ご報告申し上げます。

理事長  広江隆一  (有)ダンメン

副理事長 磯部了一  (株)共同防災

副理事長 古木庸雄  (株)イ チボウ

専務理事 中島信行  (有)ニ ッポー電設

理 事  飯村 勝  (株)昭和プリベント

1  理 :事  松原宗一  (株)東光メンテナンス

理 事  白木 圭  (株)大雄防災設備

理 事  吉田栄治 吉田防災工事 (株 )

理 事  .武藤忠春  (有)城南設備
:   理 事  岡野和郎 日本防災設備協同組合事務局長

監 事  中山悦義  (株)中山防災

監 事  佐藤君子 サンヨー電機 (株 )

*相談役  千葉平八  (株)千葉電設

◎共済制度について

●消防設備保守・点検・設置工事等の賠償責任保険 :

| 三井住友海上火災保険株式会社 (代翠店 0株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険・生産物 (完成工事)賠償責任保険 0

受託者賠償責任保険がセットになった総合型の保険です。
●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

● 団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。

組合員の皆様には、いつも ⅣⅨ でご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、
ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。


